
 令和２年度事業報告 
 
 

                   一般財団法人 建築環境･省エネルギー機構 
 
 

１．調査研究事業 

（１）建築物省エネ法の円滑な運用と省エネ基準の整備 
建築物の各種設備に係る性能値や性能評価手法の検討及び技術提案を踏まえた基準

整備に向けた検討を行った。また、海外の省エネ基準の情報収集等を行った。 
 
（２）IEA の研究活動への参加 

IEA・EBC 傘下の国際共同研究組織である Annex70、Annex78、Annex81 に国の

指定機関として参加した。 
     ※IEA  International Energy Agency 

※EBC  Energy in Building and Communities 
     ※Annex70 「建築物のエネルギー消費実績の大規模分析」 

※Annex78 「ガス状汚染物質除去用空気清浄機による換気の代替、実用化、 
    省エネルギー性について」 

※Annex81 「データ駆動型スマートビル」 
 

２．技術開発事業 
（１）建築物のエネルギーシミュレーションプログラムの開発 
   建築物の省エネルギー化を推進するため、建築と設備・機器を連成計算して建築物の 
  総合的なエネルギー消費量を算出するシミュレーションプログラム「BEST」、住宅の 

断熱・日射遮熱性能による温熱環境評価やエネルギー消費特性等を算出することができ 
る「BEST-H（住宅版）」の改良・普及及びユーザー向けサポートを行った。 
また、建築物省エネ法に基づく省エネ適合性判定や誘導基準、BELS に適用する

「BEST 省エネ基準対応ツール」を開発し普及、運用、サポートを行った。 
 ※BEST  The Building Energy Simulation Tool 

  
（２）自立循環プロジェクトに係る技術開発 
   住宅・建築物に関する省エネルギー関連技術の開発普及を目的に、新しい省エネルギ 

ー技術や室内環境の制御技術等に係る設計・評価手法の規格化・合理化等に関する研究 
開発を実施した。 
この成果として、「業務用建築物の省エネルギー設計ガイドライン」の発行及び「VWV

及びVAV制御の省エネルギー効果を得るための手順書等を作成した。 
 

３．認定・認証事業 
（１）建築環境総合性能評価システム(CASBEE)による評価の認証 
   CASBEE 建築、CASBEE 戸建及び CASBEE 不動産の評価について認証を行った。 
 



（外部認証機関の審査による） 
       CASBEE 建築評価認証         ２４件 
       CASBEE 戸建評価認証          ５件 
       CASBEE 不動産評価認証        １１５件 
 
（２）CASBEE ウェルネスオフィスの評価について、先行認証を行った。 
       CASBEE ウェルネスオフィス評価認証    ２１件 
 
（３）LCCM 住宅の認定 

住宅のライフサイクルにわたる CO2 収支をマイナスにする LCCM 住宅の普及を図
るため、LCCM 住宅の認定を行った。 

                認定件数    １２件 
    ※LCCM：Life-Cycle Carbon-Minus 
        
 
（４）現場施工型優良断熱施工システム認定 

   現場施工型断熱材の優良な施工の普及を図るため、吹付け硬質ウレタンフォーム等の 
断熱材について、その原料メーカーと施工業者が適切な役割分担の下に断熱施工を行う 
システムについて認定及び更新を行った。 

        認定件数      １件 
        更新件数      ２件 
        変更（品種追加）件数   １件 

 
（５）環境共生住宅の認定 

地域環境及び居住環境の向上を目指す環境共生住宅の普及を図るため、環境共生住 
宅の認定を行った。 

                 認定更新件数   ６件 
 

４．広報普及事業 
（１）建築物の省エネルギー技術の普及促進 
   建築物省エネ法及び住宅・建築物の省エネルギー基準の的確な普及促進を図るため、 

以下の講習会等を実施した。 
 
   イ）平成２９年度より施行された建築物エネルギー消費性能適合性判定を行う、判定

員の養成講習及び考査（考査は民間向けのみ） 
    （民間向け     ２回  受講者  ２５９名） 

（行政庁向けオンライン講習 受講者  ７１５名） 
 
ロ）住宅の気密性能測定技術及び技能者の資格付与に関する講習（８回４００名） 
 
ハ）高性能省エネ・省CO₂住宅の設計講習（２回 １０名） 

 
ニ）住宅の断熱設計･施工の解説講習（効果シミュレーション付）（１回 ２８名） 

 
ホ）用途別設備機器の省エネ対策と設計手法解説（１回 ２８名） 

 
   へ）意匠設計に向けた省エネ設計法解説（１回 ３０名） 



 
ト）省エネルギー住宅の設計に関する自立循環型住宅設計講習及び関連シンポジウ 
 ム                         （９回 計５８６名） 

 
（２）建築環境総合性能評価システム（CASBEE）の普及促進 
   建築環境総合性能評価システム（CASBEE）の普及を図るため、以下の講習会等を実施 

した。 
 
   イ）建築関係 
      CASBEE建築評価員講習   （１７２名） 
      CASBEE建築評価員登録者  （１６２名）*1 
   ロ）住宅関係 

  CASBEE戸建評価員講習   （ １８名）   
CASBEE戸建評価員登録者  （  ８名）*1  

   ハ）不動産関係 
      CASBEE不動産評価員講習  （１２６名） 
      CASBEE不動産評価員登録者 （ ８２名）*1 

ニ）ウェルネスオフィス関係 
   CASBEEウェルネスオフィス評価員講習（２２９名） 
   CASBEEウェルネスオフィス評価員登録者（１４０名）   
ホ）建築評価員、戸建評価員及び不動産評価員更新登録者（１，４６７名） 

＊1：登録者数には、過年度の試験合格者も含まれる 

 
また、評価ツール開発の 新動向等を紹介するCASBEE公開セミナーを開催した。 

    （３４４名） 
 
（３）建築物のエネルギーシミュレーションプログラム「BEST」の普及 

「BEST省エネ基準対応ツール」の概要や入力方法等実践的な解説の講習会を、BEST 
ユーザーや審査機関を対象に開催した。（１回 ４９名） 
 

（４）気密測定技能者の養成 
   気密測定技能者の普及を図るため、以下の講習等を実施した。 

気密測定技能者 新規登録 ２５４名 
同   事業所 新規登録  ３６事業所 
同       更新登録 ９７４名 

 
（５）建築物省エネ法関連施策に関する質問対応 
   建築物省エネ法に関して、設計者等の質問に対応するサポートセンターを運営し、 

４，２７０件（住宅２，４２７件、非住宅１，８４３件）の電話等による問い合わせに
対応した。 

 
（６）シンポジウム等による情報発信 

建築物の省エネルギー・省CO2対策を一層促進するため、グリーン建築推進フォー
ラム（GBF）を設置し、シンポジウム及びセミナーを開催した。 
   （シンポジウム ４回 １，３８８名、セミナー ３回 ５４２名） 

 
（７）国際的活動の推進 

海外研究者が参加する IEA・EBC 主催会議に関する運営支援を行った。 
 
 



５．情報提供・資料頒布事業 
（１）機関誌及び関係図書の発行･頒布 
   機関誌「IBEC」その他関係図書の発行・頒布を行った。 
 
（２）ホームページによる情報提供 
   建築物の環境・省エネルギー技術等に係る情報を広く提供した。 
 

６．受託事業 

以下の受託業務を行った。 

 省エネルギー技術検証業務（テーマ別に個別に受託） 
（エネルギー事業者、住宅メーカー、設備機器メーカー、業界団体等） 
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(２)特定資産

(３)その他の固定資産

一般財団法人建築環境・省エネルギー機構

貸　　借　　対　　照　　表
令和　3年　３月３１日現在

（単位 ： 円）

科　　　　　　　　　　目 　当　　　年　　　度 前　　　年　　　度 増　　　　　　　減

資 産 の 部

流 動 資 産

現 金 ・ 預 金 57,357,589 59,458,820 △ 2,101,231

仮 払 金 0 0 0

未 収 金 92,459,802 83,673,452 8,786,350

前 払 金 539,400 183,300 356,100

立 替 金 12,844,617 12,872,290 △ 27,673

出 版 物 在 庫 972,609 1,232,242 △ 259,633

流 動 資 産 合 計 164,174,017 157,420,104 6,753,913

固 定 資 産

(１)基本財産

投 資 有 価 証 券 50,000,000 50,000,000 0

基 本 財 産 合 計 50,000,000 50,000,000 0

退 職 給 付 引 当 資 産 59,654,240 54,310,550 5,343,690

役員退職慰労引当資産 11,240,000 9,880,000 1,360,000

事業運営資金積立資産 170,000,000 140,000,000 30,000,000

特 定 資 産 合 計 240,894,240 204,190,550 36,703,690

建 物 附 属 設 備 1,124,636 1,495,083 △ 370,447

什 器 備 品 2,850,738 4,751,228 △ 1,900,490

電 話 加 入 権 646,428 646,428 0

敷 金 32,760,276 32,760,276 0

投 資 有 価 証 券 1,246,950 1,316,225 △ 69,275

そ の 他 の 固 定 資 産 合 計 38,629,028 40,969,240 △ 2,340,212

固 定 資 産 合 計 329,523,268 295,159,790 34,363,478

資 産 合 計 493,697,285 452,579,894 41,117,391
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（注） 実施事業資産は下記の資産であり、その他事業及び法人会計と共通の資産である。

科　　　　　　　　　　目 　当　　　年　　　度 前　　　年　　　度 増　　　　　　　減

負 債 の 部

流 動 負 債

未 払 金 44,644,038 45,865,790 △ 1,221,752

前 受 金 12,954,700 10,750,630 2,204,070

仮 受 金 0 154,044 △ 154,044

預 り 金 1,121,301 1,462,304 △ 341,003

賞 与 引 当 金 6,519,981 6,408,915 111,066

流 動 負 債 合 計 65,240,020 64,641,683 598,337

固 定 負 債

退 職 給 付 引 当 金 59,654,240 54,310,550 5,343,690

役員退職慰労引当金 11,240,000 9,880,000 1,360,000

固 定 負 債 合 計 70,894,240 64,190,550 6,703,690

負 債 合 計 136,134,260 128,832,233 7,302,027

正 味 財 産 の 部

指 定 正 味 財 産 50,000,000 50,000,000 0

（うち基本財産への充当 額） (50,000,000) (50,000,000) (0)

一 般 正 味 財 産 307,563,025 273,747,611 33,815,414

（うち特定資産への充当 額） (170,000,000) (140,000,000) 30,000,000

正 味 財 産 合 計 357,563,025 323,747,661 33,815,364

負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 493,697,285 452,579,894 41,117,391

円

建 物 附 属 設 備 1,124,636 円

什 器 備 品 2,850,738 円

敷 金 32,760,276 円

投 資 有 価 証 券 1,246,950 円

電 話 加 入 権 646,428




